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権利擁護サポートセンターの活動報告（令和７年度） 

 

 

令和７年度の活動について 

（１）広報・啓発活動 

・成年後見制度の市民向け講演会 ２回（９月、２月に実施） 参加者計 ８８名 

 ・地域包括支援センター等が主催する各地区の勉強会などへの参加 

    ２月 個別ケア会議（ケース検討会議）への出席 

    ３月 前原地区  （前原近隣地区ケアマネジャー勉強会） 

 

 

 

（２）人材の育成事業について 

・後見人に向けた意思決定支援研修の開催  

 専門職後見人に向けた意思決定支援に関する研修を開催。 

医療の背景や事例を交えて医療の場で検討される意思決定 

支援について講義いただきました。 

 

テーマ：  

  「医療の場での意思決定支援について」 

開催方法：オンライン （Webexミーティング） 

講師：上級臨床倫理認定士・看護師 佐々木ゆかり氏 

 

申込及び参加状況： 

事前申し込み ２９名 （各専門職団体を通し周知） 

当日参加者 ２1名 

 

・権利擁護サポーター養成講座の実施 （令和５年度より同内容で継続） 

権威擁護における見守り活動や、地域活動、市民後見人、日常生活自立支援事業

（ぱれっと）の生活支援員等、権利擁護に携わる人材の育成を目的としてサポーター

養成事業を実施しています。 

 

   実績： 

１回目（高根台公民館） 

申込者数 １７人  １回目申込にて全課程修了者 １５人 

               補講にて全課程修了者 ０人 

              市社協（日常生活自立支援事業）登録希望者 ３人 

     障害者成年後見支援センター登録希望者 ５人 
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２回目（市役所） 

申込者数 ２１人  ２回目申込にて全課程修了者 １７人                          

補講にて全課程修了者 ２人 

              市社協（日常生活自立支援事業）登録希望者 ２人 

              障害者成年後見支援センター登録希望者 ３人 

 

１回２回の合計  

申込者数 ３８人   

令和７年度修了者数 ３２人 

市社協（日常生活自立支援事業）登録希望者 ５人 

障害者成年後見支援センター登録希望者 ８人 

※補講は令和６年度、令和７年度１回目の未修了者に対して対応。 

 

・権利擁護サポーターフォローアップ研修  

  権利擁護サポーター養成講座受講者並びに事務執行者等にてすでにご活動されている

方を対象にフォローアップを目的にグループワークを中心とした研修を実施。 

 

テーマ：「チームで支える意思決定支援」～事例を通してみんなで考えよう～ 

講師：川端 伸子氏 （権利擁護支援プロジェクトともす 代表理事）   

日時： 令和８年３月１７日（火） 

会場： 船橋市役所 本庁舎 大会議室 

申込及び参加状況： 

 申込者 ２８名 

      うち  

サポーター養成講座修了者 １５名 

        PACガーディアンズ所属者（事務執行者等） ５名 

        社会福祉協議会所属者（日自支援員等） ７名 

        その他（関係機関職員） ２名 

当日参加者 ２４名 

  

 

 

 

 

 

 

 



                                           

3 

 

（３）相談支援について（２次相談を主として実施） 

  相談実績 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

実人数 １１１ １７４ １５４ １２９ 

合計（延べ件数） １４８ ２１０ １７０ １４６ 

 

 

相談者別の件数 

 

             相談者別の割合  

         

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 本人 ２４ 

２ 家族  ３５ 

３ 成年後見人

等（専門職） 

５ 

４成年後見人

等（親族） 

０ 

５相談機関

（高齢者） 

６１ 

６相談機関

（障害者） 

０ 

７相談機関

（その他）  

４ 

８ 行政（相談

機関以外） 

４ 

９ 医療機関  ４ 

１０ 社会福祉

協議会 

０ 

１１ 金融機関  ０ 

１２ 民生委員  １ 

１３ 地域住民  ２ 

１４その他 ６ 
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相談種別 

 相談内容 令和４

年度 

令和５

年度 

令和６年

度 

令和７ 

年度 

１ 金銭管理 １０ １１ ３ ６ 

２ 契約関係 １ ３ １ ２ 

３ 日常生活自立支援事業 ５ ３ ０ ０ 

４ 任意後見制度 ５ １３ ７ ２２ 

５ 成年後見制度（制度案内） ２３ ５８ ５０ ６０ 

６ 成年後見制度（申立て支援） ８ ２５ ２５ ２２ 

７ 成年後見制度（市長申立て） ２０ ２２ ３０ ３９ 

８ 成年後見制度（その他） １２ ８ １２ １５ 

９ 消費者被害 ０ １ １ ０ 

１０ 虐待（金銭搾取等） ０ ６ ４ ２ 

１１ 困難事例対応 ２４ ２１ １０ ４ 

１２ 終活・身寄りがない ６ １１ １３ ８ 

１３ セルフネグレクト・意思決定支援 ５ ２ ３ ０ 

１４ 広報（制度の周知に関すること） ２ １ ０   １ 

１５ 苦情 １１ ４ ２ ２ 

１６ その他 １６ ２１ ９ ２０ 

 合計 １４８ ２１０ １７０ ２０３ 

 

 ※令和７年度より、１件の相談の中に複数の要素がある場合は種別を複数計上とした 

ため相談延べ件数より種別の合計数は多くなっている。 

   

 

 

（４）事例検討会議等について 

権利擁護支援定例会議実績【事例検討会議】 

 年６回（１０事例を検討） 

事例内容：受任者調整３件 

意思決定支援、成年後見制度利用、法的課題の整理など 

事例提出：地域包括支援センター 

 

権利擁護専門職相談実績【弁護士等、専門職から助言を行う事業】 

 ４回実施 

 事例内容：包括支援センターより対応するケースの法的課題について等 

（弁護士対応） 


